平成23年度第1回「今後の土砂災害の進め方」検討委員会　議事概要（案）
日　時
：平成23年11月22日（火）17:00～19:00
場　所
：大阪府公館
出席者　：松村委員長、阿部委員、小杉委員、千木良委員、深町委員、矢守委員、計６名
箕面市、高槻市、交野市、八尾市、富田林市、河内長野市、和泉市、泉南市、計８市
概　要　：〔以下、○委員　■市町村　●事務局〕
(1) 大阪府の土砂災害対策の現状について
○豪雨災害時等に屋外のスピーカーでは音が聞こえない・あまり役に立たない事があると説明があった。市では、どの様に考えておられるのか。
■同報系防災行政無線は災害時に聞こえにくいとの住民からの意見について、昨年12月に「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を策定。多重な情報伝達体制を考えたマニュアルになっており、同報系防災行政無線のみには頼らずに、NTTドコモの「エリアメール」等も活用し、町会・自治会長や福祉関係者等に対し、全ての情報伝達体制を使用して行うことにしている。
○3.11（東日本大震災）以降、市町村レベルではいかに「共同」による防災を行っていくかを検討しているように思う。「市民共同」「地域共同」の事例を教えて欲しい。
■山間部の3つの自治会と一緒に、ワーキング形式で各地域の危険な場所を地図上に落として作成した事例である。作成後の自治会の動きとして、台風12号の際に各危険箇所を夜中に見て回って頂いた。そして、もし変化があれば、市に連絡頂ける体制を取っている。地域住民の意識が変わってきたと言える。
○自分たちの地域をより知るため、例えば小学校の授業などで地域のことを勉強する際に、機会を通じて土砂災害の危険性や場所について知って貰うことが重要ではないか。前述のグループワークのように、年齢や性別が偏りがちになるので、小学生等幅広い層に知って貰うことが、将来的に普及・啓発する際に重要になる。
○災害の歴史を紐解く事が重要である。例えば、いつ頃どこでどの様な災害が起きたか等を古文書や歴史的な記録から整理する事などである。さらに遡って地質や地形から読み取れる災害を纏め、将来的にはこの様なことから啓発していくことも必要では無いかと思う。
○土砂災害警戒情報についての雨量データで、気象台はレーダーのアメダスだが、大阪府の府独自の雨量計に基づいた基準か？
●大阪府には100余りのテレメーターがあり、この雨量計を用いCLライン（土砂災害発生警戒基準線）を設定している。過去の災害履歴と雨の関係を短時間降雨と長時間降雨で、どこが危険になるかを設定し、これと気象台から頂戴した降雨予測等を加味し、予測雨量がCLラインを超えれば、大阪府の基準を超えたと判断している。そして、双方の基準を超えた場合、土砂災害警戒情報を発令することとしている。
(2) 大阪府の土砂災害対策の課題について
○市町村の現状と課題について何かあればお聞きしたい。
■現状のハザードマップについて、土石流の氾濫想定区域の中に5箇所の避難所が入っていたので、今回避難所の指定を解除した。
■浸水想定区域及び土砂災害の危険地域の対象の住民に対し、町会・自治会全てで説明会を実施し、周知を行った。その説明会で、避難勧告等が空振りになっても180度逆の考えで捉えて頂いて、「土砂災害が起きなくて良かった」という風に笑顔で帰宅できるように捉えて頂きたい旨を説明してきた。全体的には、住民の方々は熱心に聞いて頂き、震災直後と言うこともあるが、防災意識の高さを実感できた。
■土砂災害の危険箇所に避難所があり、避難所として設定できない。また、避難経路が1本しか無く、その道が危険箇所を通らないと避難所等に行けず、場合によっては孤立してしまうことを、地元住民から問題提起された場所があった。
■危険箇所が市域を跨る場合、避難勧告等の発令基準が各市で違うと住民が混乱する恐れがある。
■山間部は高齢化し、災害時要援護者の支援を高齢者（災害時要援護者）がしなければならない現状。地域毎の仕組みを確立していかなければならない事を肌で感じており、これを維持していくことが行政の最大の課題だと考えている。
○ハード整備事業についての意見の趣旨について、ご説明願いたい。
■住民の方からしたら、「逃げて下さい」と言うのであれば、何か目に見える“対策”をして欲しいとのこと。「目に見える“対策（砂防堰堤など）”をして、尚且つ「逃げて下さい」と言うのであれば、逃げます」との意見が出された。
○土砂災害対策だけでは無くて、もっと大きな枠組みで話をするべきだと思う。例えば、孤立するような場所に対して、1つ1つを安全にしていくのは無理だということになると、別の社会システムとして別のことを考える必要がある。
○先ほどの要援護者施設の説明時に、避難までの時間を要すると書いてあったが、東日本大震災では、開園中の保育所での死者はなかった。災害時要援護者施設も種別によって考慮すべき。
○避難が空振りであっても、逃げて良かったと思える社会づくりが重要。特に土砂災害の予測は難しく、100％の予測など不可能であることを、うまく説明する必要がある。はずれるというのも、「はずれたわけでは無く、結果として何も起こらなかったから良かったですね」という風にするべきである。
○率直にリスクを捉えることの難しさや、情報の精度もまだまだ高い精度では出せないということもきっちりお伝えしていきながら、リスクコミュニケーションを計るべきではないかと思う。
○施設整備の優先箇所の絞り込みの際に、想定規模を小さくして、広く進めて行くことも検討できるのではないか。
○現場を見せてもらったが、渓流に大きな石がたくさんあるようなものでもない。大阪ではコンクリートだけで砂防えん堤を作る必要がない。コスト縮減も検討すべき。
○ハード対策とソフト対策が別々に動いている印象を持つ。もう少し大きな地域計画になるかもしれないが、ある地域で今後どう対策していくかの計画が無いのに、ハード対策のみ先行して、他と関係なく進めていっている。もうその様な時代では無いと思う。「ハード対策」と「ソフト対策」を連携させながら、計画や今後の見通しを含めた、長期的な計画の中で対策を位置づけていく事を考えて頂きたい。
○大阪府は色々な箇所で郊外に開発が進んでおり、かつては人が住んでいなかった地域まで住宅地になっている。こういう所には開発を規制するなど、大きな土地利用を考えていくのも大切だと思う。
○行政が決定し“指示”という流れがある為、避難場所の位置が不適切だという意見を多く聞く。一時避難場所、避難場所という段階的な避難計画も含め、どうしたら地元の人が納得する避難場所や避難方法が出来るかを考えるべきである。
○一人暮らしの要援護者には、福祉と防災の連携が無いために、情報が止まってしまうことも現実にあるらしい。地元の状況を知らずしてハザードマップが作成するとか、避難体制を整備するのは難しいと思う。この部分を優先事項として進めていけるかが、今後重要になると考えている。
●先ほどの砂防施設整備箇所の選定部分で、地域要件の追加を考えており、地域での減災への取り組みやソフトといったものが地域で取り組めているところは、整備選定の際に考慮する必要があると認識している。
○「自助・共助がしっかりしているところに公助も」との考え方をお聞きしたい。
●ハード対策は来年出来る箇所もあるが、280年後の箇所も有る。まず府民の生命を守るため、自助・共助の力を高めていくには、ソフト対策が重要と考える。また、避難勧告等の発令が「空振りでも（被害が無くて）良かった」との意識を持ってもらう事が一番大事と思う。
○自助・共助を不要にするような公助という発想が成り立たないことを訴えていくことが重要で、公助というのは、あくまでも自助・共助を上手く機能させるためのものだという発想を、どの様に危険地域の住民に浸透させることが出来るのかが鍵になってくると思う。
○土砂災害防止法の区域指定は、早く実施すべきであると思う。そうしなければ、次々山の中に住宅等が入ってしまうし、市街化の進行はどこかで歯止めをかける必要がある。但し、昨今の事例から「この（ハザード）マップがあるから、それに従えば良いんだ」という風な意識では無く、これは最低限のことで、これを超えるものもあり得るとの意識を持つ必要がある。
○“レッドゾーン”の場合、私権の制限を伴うが、制限をかけざるを得ないことを説明・説得し、断固とした姿勢が必要。
平成23年12月27日（火）
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